
様式第１号の２ 
 
 

 

１ 自社の事業について 

(1)事業の概要  

 

 

 

 

(2)自社の経営

課題について 

○本事業を必要とする自社の課題点について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

  

事 業 計 画 書 

申請者 
（様式１と同

一の申請者を

記入） 

本社所在地 
（個人の場合は住

所） 

〒 

 

 

フリガナ  

氏名又は法

人名 
 

補助金についての連絡先 

電話 ：（事業所） 

（携帯） 

E-mail： 

担当者の職氏名： 

 

資本金の額又は出資の総

額 
 

従業員数 
※常時使用する従業員数 

             人      

※代表者及び役員は除く 

店舗の開業日  

業 種 
（自社で営んでおり、補助事

業を実施する業種） 

飲食店   小売店   宿泊施設   サービス店 

具体的な事業内容 

（                         ） 

実施店舗名  

実施店舗所所在地 
長野市 

 



様式第１号の２ 
 
２ 具体的な取組内容 

(1) 設備投資

で見込まれる

効果 

該当するものにチェックを入れてください。 

 生産力の向上               業務処理速度の向上 

 在庫管理・受発注などの精度向上         作業工程の自動化     

 重労働・危険作業の機械化等        人員配置見直しが可能 

 作業ミスやヒューマンエラーの減少 
 その他（                             ） 

(2) 導入する

機器等の内容 

 新規導入   更新 

 業務用自動配膳ロボット         業務用自動清掃ロボット 

 自動精算機               業務用食器洗浄機 

 セルフレジ 

 その他（                             ） 

(3) 具体的な

取組内容と想

定される定量

的な効果 

○具体的な取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

○想定される定量的な効果 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第１号の２ 
 
３ 補助金による取組の概要（経費明細表） 

※取組事業は令和９年１月29日までに完了するものに限ります。 

 自宅兼事業所に設置するものではありません（自宅兼事業所の場合は、自宅部分と明確に区分さ

れています）。 

 対象店舗の経営に必要な許認可を適切に受けています。 

 対象店舗は露店等一時的なものではなく、不特定多数の方が自由に出入り又は予約により利用が 

できます。 

 （賃貸借物件で改修を伴う場合のみ）改修にあたって、あらかじめ所有者から必要な同意を得た

上で実施します。 

 対象店舗は、建築基準法や消防法その他の法令等の規定を遵守します。 

 

補助対象経費 ① 

 

   （１／２を乗じ、千円未満を切り捨て）補助金交付申請額 ②  

 

経費区分 導入機器の名称/型式 
補助対象経費 

（税抜） 

  円 

  円 

  円 

  円 

合 計  ① 円 

円 

円 

税抜 

税抜 


